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産技C独法化問題について

第2回交渉を実施
身分、労働条件に関わる問題は、労使交渉事項であることを確認
全ての職員の意向確認・同意、独法解散時の雇用保障を確約することが交渉の大前提！
自治労県職労は5月13日、産業技術センター（以下、「産技Ｃ」）分会役員とともに、産技Ｃ独法化問題についての第2回交渉を行いました。
はじめに、米倉委員長から「2月25日の交渉で、次回交渉を3月中に行うことを確認したが、職員の身分、労働条件に関わる問題であるにもかかわらず、当局の都合で2か月近くも遅れた。このようなことでは労使の信頼関係を損ねる。二度とこのようなことがないよう誠実に対応していただきたい。」と強く申し入れました。
今度は「解散」ではなく「事業譲渡」！？
次に、独法の枠組みについて、これまで「産技Ｃと神奈川科学技術アカデミー（以下、「ＫＡＳＴ」）の統合」としてきた当局は、前回の交渉で突如「ＫＡＳＴは解散後に独法が吸収する。」と説明しましたが、直後の県議会常任委員会において「統合ではないがＫＡＳＴは解散しない。」と、二転三転した説明をしていたことから、事実を明らかにするよう求めました。
これについて独法化担当課長は、「ＫＡＳＴから事業譲渡を受ける手法。」とする一方、「具体的な方法は現在確定したものはない。政策局、総務省と調整する。」と回答し、独法の定款を議決したにもかかわらず、「統合」の手法が全く決まっていないことが露呈しました。
自治労県職労は、「我々も総務省の行政経営支援室と話をしているが、それと今聞いている話とがかみ合っていない。産技Ｃの職員は、新法人がどのような組織になるのか正確に説明してほしいと思っている。それが二転三転しているから不信感につながっている。なるべく早く具体的に明確にすべきだ。」と指摘しました。
これに対して独法化担当課長は、精力的に調整を進めていくことを約束しました。
職員の身分は労使交渉事項であることを確認
　次に人事企画担当課長から身分問題について、独法化担当課長から独法の労働条件について、別掲（４ページ）のとおり説明がありました。

当初当局は、身分問題を「内部管理事項」と発言しましたが、自治労県職労は「この間の労務担当局長との交渉において、当局は身分・労働条件に関わる課題は、局長が責任をもって交渉に当たると回答している。独法の身分問題はまさにこの課題であり、交渉で決める以外ありえない。」と主張し、労使交渉事項であることを確認しました。

採用試験による承継・非承継は差別的取扱い
　独法の労働条件については、現行の県の水準を維持するとしたものの、身分問題については、同じ研究職であるにもかかわらず、競争試験で採用された職員と選考試験で採用された職員を分け、競争試験は非承継（県に残る）として本人の意向を確認し、選考試験は承継（独法に移管）で本人の意向確認をしない、という差別的な内容の提案を行いました。
　また、繊維、材料、物理、機械技能を「承継」とした理由を「現在は受け入れポストが無いから」と説明しましたが、これは当局の勝手な都合であり、本人の希望があれば「職種転換」も含めて検討されるべきものです。

分会代表者からは「所属との交渉も行ったが、その中で所長としては職員一人一人と意思確認をするという回答だった。所属の意向については、あなた方は聞いていないのか？」「以前に当時の局長が来られた際に、職員一人一人の意向を聞くべきだとおっしゃっており、当時の所長もそうだとおっしゃっていた。しかし今は一部の職員については意向を聞かないということに変わった。特に若い職員が不安に思っている。今後もここで働きたいと思える職員が増えるように、不安を払拭できるように努力してください。」「もう少し職員を大事にした方がいいと思う。産技センターは東京都と違って、限られたハード面の中で仕事をしている。独法化によってハード面での新たな投資はしてもらえないだろうと思うので、その中で差別化できる財産は人だと思う。その残された財産である人をあまり大事にしようとしていないという印象を持たれかねない。人がやる気を失ったらひどい状況になることを想像してほしい。」との切実な声があがりました。
　民間企業でも、会社の都合で合併や事業譲渡等で「転籍」を求める場合は、本人同意が前提です。
　当局には、関係する全職員に対して、公平・平等に意向を把握し、本人の希望を尊重する責務があります。
本当に独法を「いい組織」にしたいのであれば、職員の不安を取り除くことが先決！
この交渉の大前提は、現場職員の不安を取り除き、納得が得られるような誠実な姿勢を示すことです。

当局が本当に「新組織をより中小企業支援や県の産業技術進展のために良いものにしたい」というのであれば、職員の不安、疑問と真摯に向き合い、それを取り除いたうえで、新組織のあり方についての議論を積み重ねるべきです。

本人の意向も聞かず、納得していない職員を無理やり独法に移せば、職員のモチベーションを維持することは不可能です。

地方独立行政法人法には、事前に職員の意向を把握し、尊重することを妨げる規定はありません。

また、独法解散時に設立自治体が独法職員の雇用を保障することを妨げる法令もないことは、総務省にも確認しています。

　自治労県職労は交渉の最後に、次の2点を当局が受け入れることが独法化交渉を行う大前提であり、次回交渉で回答すること、また、次回交渉を5月中に行うよう求めてこの日の交渉を締めくくりました。
１．関係するすべての職員に意向確認を行い、同意する職員のみを独法に移行させること
２．万一独法を解散する場合は、独法職員の雇用を県が保障すること
◆独法化に伴う職員の承継について（当局提案）

	区　　分
	職　　種
	人事課の考え方

	承継
	・選考により採用された化学、機械、電気（研究）

・繊維、材料、物理、機械技能
	・産技C業務のために採用

・産技C以外に業務がない、又は受入れポストがない

	非承継
	・一般事務、電気（行(1)）
	・通常の人事異動の一環

	意向確認後に決定
	・競争試験により採用された化学、機械、電気（研究）

・工芸、職訓指導
	・本来非承継だが、配置実績を考慮して本人意向を尊重


※　上記区分に関わらず、一般事務以外の再任用職員（平成29年度に向けて任期を更新できる者に限る）と平成28年度末定年退職者については、地方独立行政法人法の規定による承継ができないため、本人意向を確認したうえで、取扱いを決定する。

　　なお、一般事務の再任用職員（平成29年度に向けて任期を更新できる者に限る）については、引き続き県で再任用するものとし、配置先については、通常の任期更新手続きの中で本人意向を確認し決定する。
◆常勤職員の労働条件について（当局提案）

・新法人は、県からの交付金で運営

・原則、職員給与は県の制度に準拠し、KASTの現状も参考にする。

・給与制度の総合的見直しにかかる現給保障、現在実施している減額措置【行(1)6級・研究職5級は0.35％、行(1)7級以上・研究職6級は0.55％】は県と同様に行う。

・昇給月は県と同様１月で、上がる号数はメリハリをつける。

・評価基準は、最初は県と同じだが、H31年１月から独自の人事評価を実施予定。
	項　　目
	細分類
	提案の概要

	給与
	研究職
	県に準拠、研究職給料表、１級から５級、６級（現所長）は廃止、ポスト管理を行う

	
	行政職
	県に準拠、行政職給料表（１）、１級から７級、８級以上は廃止、ポスト管理を行う

	
	任期付研究員
	現在よりも幅を持たせる方向で検討

	
	常勤研究員
	KASTのプロジェクト研究員が対象、年俸制、算定基準を確認し整理

	諸手当
	管理職手当
	県に準拠、行政職（１）の７級

	
	地域手当
	県に準拠

	
	扶養手当
	県に準拠

	
	住居手当
	県に準拠

	
	通勤手当
	県に準拠

	
	時間外勤務手当
	県に準拠

	
	休日勤務手当
	県に準拠

	
	夜間勤務手当
	県に準拠

	
	管理職員特別勤務手当
	県に準拠

	
	期末手当
	当面は県に準拠、H29年6月期の期間率は県職からの通算

	
	勤勉手当
	当面は県に準拠、１年をめどに人事評価システムを制定

	
	
	H29年6月期の成績率はH29年4月～基準日（6月1日）までの評価をもとに算定

	
	特殊勤務手当
	県に準拠、有害毒薬物等取扱手当、火薬類取締等業務手当の２種類

	
	退職手当
	県に準拠、移行職員の在職期間は県職から通算

	
	任期付研究員業績手当
	県に準拠

	勧奨退職制度
	
	県に準じ制度を設ける

	旅費
	
	県に準拠

	勤務時間
	
	県に準拠、７時間４５分、月から金８：３０～１７：１５（昼休み１２：００～１３：００）

	
	
	KASTと開始時間異なるが県に合わせる、KAST常勤研究員は裁量労働制を引き続き適用

	休暇
	休暇全般（１８種類）
	県に準拠

	
	休日振替
	１日単位（半日はなし）

	
	年次休暇
	１日単位、時間休は労使協定締結した場合に可能で年５日が限度（労働基準法）

	
	育児休業・部分休業等
	県に準拠

	
	時差・拡大時差出勤
	県に準拠

	
	休職
	県に準拠

	その他
	人事評価
	新法人独自の基準を設定、勤勉手当、昇任昇格に影響する。最初は県準拠だが、1年間で制度をつくる。

	
	児童手当
	市町村からの給付に変更

	
	雇用保険
	負担額は、月額給与、賞与から１０００分の１１（H28.4）

	
	
	負担内訳は、１０００分の４を職員が負担、１０００分の７を新法人が負担

	
	災害補償
	現行通り、地方公務員災害補償法を適用

	
	年金
	現行通り、地方職員等共済組合法を適用

	
	健康保険
	現行通り、地方職員等共済組合法を適用

	
	福利厚生
	現行通り、一般財団法人 神奈川県厚生福利振興会が利用できるよう調整中

	
	財形貯蓄
	現行、利用できる金融機関は、県（産技C）は１２、KASTは２。整理可能な金融機関は整理を検討

	
	職員研修
	県のメニュー（キャリア開発支援センター）を利用できないので独自に実施する必要あり

	
	健康診断
	新法人独自に実施する必要あり、指定年齢など県に準じる方針

	
	ガラスパッチ
	放射線測定を現在と同様に実施する

	
	メンタル・ハラスメント相談
	県のメニューを利用できないので、産業医と相談して独自に実施する必要あり

	
	勤務発明
	県に準拠



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































